
２０２１年度 自己点検・評価チェックシート  学部・研究科名：商学研究科 

※学部・研究科ごとに作成してください。                                

確認事項 1   ３つのポリシー 

（１）３つのポリシーを教授会・運営委員会等で確認した 
☒確認した 2021 年 12 月  会議名：商学研究科運営委員会 

☐確認していない 年  月  確認予定 

（２）３つのポリシーは学生や社会に公表されている 
☒公表されている ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 

 

確認事項 2   学修成果 

（１）学修成果を設定している 
☐設定している ⇒確認事項(2)、(3)を記入 

☒設定していない 2022 年  9 月  設定予定 

（２）学修成果の内容 

☐各学部・研究科の DP と関連付けて設定している 

☐複数の方法で根拠に基づいて測定することが可能である 

☐知識、スキル、態度をバランスよく含んでいる 

☐「学生は、～することができる」といった形式にするなど、わかりやすく記述している 

（３）学修成果を明示している 
☐明示している ☐要項 ☐HP ☐パンフレット ☐その他（             ） 

☐明示していない    年  月 明示予定 

◆明示している学修成果 

・2021 年 9 月 1 日 商学研究科運営委員会 協議事項 「ディプロマ・ポリシーに基づく学修成果の明示の件」  

研究科長より、ディプロマ・ポリシーに関連付けた学修成果を大学本部の要請に基づき新たに明示することに先立ち、ディプロマ・ポリシーを見直し、学修成果の文案

を教務で作成したことについて説明した。文案について意見があれば、教務または事務所にお知らせいただき、次回以降の商学研究科運営委員会で決定する旨、申し添

えた。  

・アセスメント・ポリシーの方針決定後、2022 年 9 月の商学研究科運営委員会にて学修成果の明示について決定する予定。 

 

 

 

 

 



＜３つのポリシー・カリキュラム・入試制度の変更＞ 

 ※2020 年度４月以降に変更を決定した項目があれば記載してください。本チェックシートの別項目で記載している場合は不要です。 

 

項目 変更時期 変更内容 変更理由 

博士後期課程入試  選考方

法の変更 

2022 年度入試 変更前） 

筆記試験と口述試験をすべての受験生に実施し、両試験と

もに合格した場合に入学を認める。 

変更後） 

まず書類選考を行い、これを通過した受験生についてオン

ラインでの口述試験を実施する。 

学際的アプローチの研究が増加すると

ともに、研究対象も複合的な領域に及ぶ

ようになってきている現状において、各

指導教員の指導ポリシーは多様化し、望

まれる学生もそれぞれ異なってくる。こ

のような幅広い需要を満たすことがで

きる入試制度を採用することを目的と

する。 

また、新制度は渡日を要さないため、国

外からの受験者も増加する。これによっ

て、より幅広い人材の受験が促進される

とともに入学者の質が向上し、結果とし

て、商研の研究者養成および研究自体が

レベルアップすることが期待される。 

 

 

   

 

 

   

 

 

 

 

 

 



※以下は該当する学部・研究科のみ記載 

確認事項 3-4   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応④  指摘事項：  教育課程の編成・実施方針を学位課程ごとに設定していない。    

該当箇所： 政治学研究科、法学研究科、文学研究科、商学研究科、創造理工学研究科、先進理工学研究科、環境・エネルギー研究科、社会科学研究科、 

人間科学研究科 

（１）指摘事項への対応を行った 
☒対応した 

2020 年 11 月  会議名：商学研究科執行部会 

⇒(2)(3)を記入 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の教育課程の編成・実施方針を公表している 
☒公表している ☒要項 ☒HP ☐パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表していない 公表予定時期： 

（３）変更後の内容 

修士課程および博士後期課程の内容をそれぞれ記載する形に変更した。 

＝＝＝ 

本研究科では、経営管理（経営専修、マーケティング・国際ビジネス専修、金融・保険専修）、会計（会計専修）、産業・経済（理論・計量専修、公共政策・経済史専修）

の 3 コース 6 専修を置き、それぞれのコースまたは専修を中心としながらも、広く商学全般について研究、教授を行う。 

修士課程における講義科目は、学生が多角的な研究方法を学ぶとともに、専門分野に関する基礎から応用までの知識を獲得することにより、修士論文作成のための土台を

形成できるように構成される。 

演習科目は、講義科目よりも専門的な教材を使用し、修士論文作成のための研究テーマ設定、研究方法の習得を可能とするように構成される。また、教員と学生および学

生同士の議論を通して、研究に関する知的スキルを練磨する場としての役割も担う。 

研究指導においては、学生が選択した研究テーマに関して、教員から個別の指導・助言を与えるとともに、学生同士の議論を通して、より論理的かつ説得力のある研究成

果をまとめ上げる場を提供する。 

博士後期課程における演習科目は、学位論文作成のための研究テーマ設定、研究方法の習得を可能とするように構成される。また、教員と学生および学生同士の議論を通

して、研究に関する知的スキルを錬磨する場としての役割も担う。 

研究指導においては、学生が選択した研究テーマに関して、教員から個別の指導・助言を与えるとともに、学生同士の議論を通して、より論理的かつ説得力のある研究成

果をまとめ上げる場を提供する。また、学生に、指導教員の研究指導に基づき、十分な時間を割いて学位論文の完成に専念することを求める。 

 

 

 

 



 

※確認事項 3-1、3-2、3-3、3-5、3-6、3-7、3-8、3-10 は該当なし  

確認事項 3-9   2020 年度認証評価における指摘事項へ対応⑨  指摘事項：  研究指導計画として研究指導の方法及びスケジュールを定めていないため、こ

れを定めあらかじめ学生に明示するよう是正されたい。                                    

該当箇所： 商学研究科修士課程、商学研究科博士後期課程、基幹理工学研究科修士課程、基幹理工学研究科博士後期課程、創造理工学研究科修士課程、創造理工

学研究科博士後期課程、先進理工学研究科修士課程、先進理工学研究科博士後期課程、環境・エネルギー研究科修士課程、環境・エネルギー研究科博

士後期課程、人間科学研究科修士課程、人間科学研究科博士後期課程、スポーツ科学研究科修士課程及びスポーツ科学研究科博士後期課程 

（１）指摘事項への対応を行った 
☒対応した 

2020 年 11 月  会議名：商学研究科執行部会 

⇒(2)を記入 ※根拠資料未提出の場合は提出 

☐対応していない    年  月  対応予定 

（２）対応後の研究指導計画を公表している 
☒公表されている ☒要項 ☐HP ☒パンフレット ☐その他（            ） 

☐公表されていない 公表予定時期： 


